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役員の状況
平成23年12月5日現在

取締役（6名）

シニア・アドバイザー（1名）

当麻 茂樹 代表取締役社長
中村 行男 代表取締役 専務執行役員
J. クリストファー フラワーズ（注） J.C. フラワーズ社 会長
可児 滋（注） 元 日本銀行 文書局長、横浜商科大学 教授
槇原 純（注） 株式会社ネオテニー 取締役会長
高橋 弘幸（注） 元 社団法人日本監査役協会 理事

（注）社外取締役

デイヴィッド モーガン HSH Nordbank AG 取締役、J.C. フラワーズ社
欧州・アジア太平洋地域 マネージングディレクター

顧問（1名）

津島 雄二

執行役員（19名）

当麻 茂樹 代表取締役社長 最高経営責任者
中村 行男 代表取締役 専務執行役員 リスク管理部門長 チーフリスクオフィサー
サンジーブ グプタ 専務執行役員 個人部門長
岡野 道征 専務執行役員 グループ最高情報責任者 金融インフラ部門長
佐藤 仁美 専務執行役員 法人部門長
塚元 滋 専務執行役員 最高財務責任者 財務部門長 ｠
船山 範雄 常務執行役員 大阪支店長
小座野 喜景 常務執行役員 プリンシパルトランザクションズ本部長
工藤 英之 常務執行役員 ストラクチャードファイナンス本部長
松 孝夫 常務執行役員 法人営業本部長
渡部 晃 常務執行役員 金融市場部門長
山下 雅史 常務執行役員 チーフオブスタッフ コーポレートスタッフ部門長
長谷川 聡一郎 執行役員 マネージメント事務局部長
小磯 聡 執行役員 総合企画部長
松浦 祐司 執行役員 市場営業本部長
永田 信哉 執行役員 財務管理部長
南光院 誠之 執行役員 コンシューマーファイナンス本部長
野村 明司 執行役員 金融法人本部長
瀬戸 紳一郎 執行役員 法人営業統轄部長

監査役（3名）

鍵市 昭 常勤監査役
志賀 こず江（注） 弁護士
田村 達也（注） 元 日本銀行 理事、株式会社グローバル経営研究所 代表取締役

（注）社外監査役
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お客さま

監査部*2

監査役室

マネージメント事務局*1

監査役 監査役会

経営会議取締役会 取締役社長

*1 取締役会および経営会議の事務局はマネージメント事務局とする。
*2 監査部は監査役会に対しても直接報告を行う。
*3 IR・広報部はIRに関する事項については財務部門長へレポートを行う。
*4 業務統轄部は金融市場部門長に対してもレポートを行う。
*5 千葉出張所および浦和出張所を含む。
*6 本店（日本橋室町出張所を含む）、札幌、仙台、金沢、大宮、柏、津田沼、東
京、銀座、池袋（川口出張所を含む）、上野、吉祥寺、新宿、六本木ヒルズ
（表参道ヒルズ出張所を含む）、広尾、目黒、二子玉川（自由が丘出張所を
含む）、八王子、町田、横浜（川崎出張所を含む）、藤沢（鎌倉出張所を含
む）、名古屋、京都、梅田（高槻出張所、千里中央出張所、西宮北口出張所、
阪急梅田出張所および大阪支店内出張所を含む）、難波（堺東出張所を含
む）、神戸（芦屋出張所を含む）、広島、高松、福岡

*7 チャンネルサービス部は金融インフラ部門長に対してもレポートを行う。

法人部門 

コーポレート
スタッフ
部門

個人部門

財務部門

金融インフラ
部門

金融市場
部門

リスク管理
部門

 総合企画部
  （調査室）
 人事部
 IR・広報部

 法務・コンプライアンス統轄部
  （法務室）
  （金融情報管理室）
 与信管理部
 総務部
 業務管理部
 金融円滑化推進管理室
法人営業本部
  （法人顧客サービス室）
 法人営業統轄部
アドバイザリー本部
 コーポレートアドバイザリー部
 ソリューションアドバイザリー部
 アセットソリューション部
ストラクチャードファイナンス本部
 不動産ファイナンス部
 不動産法人営業部
 スペシャルティファイナンス部
 企業サポート部
プリンシパルトランザクションズ本部
 プライベートエクイティ部
 クレジットトレーディング部
 国際投資部
 アセットバック投資部
 業務統轄部

 金融市場業務管理部
市場営業本部
 市場金融部
 市場営業部
  （大阪営業推進室）
 クレジット商品部
金融法人本部
アセットマネージメント本部
 ウェルスマネージメント部
 アセットマネージメント商品部
トレジャリー本部
 資金部
 ALM部
コンシューマーファイナンス本部
 レイク事業部
  （アプリケーションサービスセンター）
  （カスタマーサービスセンター）
  （大阪事務処理センター）
  （お客様相談室）
リテールバンキング本部
 お客様サービス部
  （お客様サービス室）
 顧客開発部
 リテール営業統轄部*5

 チャンネル企画部
 リテール商品部
  （保険業務統轄室）
 ローン商品部
 リテール業務部
 リテール人材開発部
 チャンネルサービス部
  （福岡コールセンター）
 ポートフォリオ・リスク統轄部
 市場リスク管理部
 法人審査部 
 ストラクチャードリスク管理部
 個人商品リスク管理部
 審査業務部
 オペレーショナルリスク管理部
 経営管理統轄部
  （財務統制推進室）
 財務管理部
  （国際会計基準推進室）
 金融商品管理部
 事務管理部
 システム企画部
 事務集中部
 総合オペレーション部
 リテール事務部

営業第一部
営業第二部
営業第三部
営業第四部
大阪営業部
公共金融部
ヘルスケアファイナンス部

札幌、仙台、金沢、名古屋、
広島、高松、福岡各支店

金融法人営業部
大阪金融法人営業部

フィナンシャルセンター*6

*3

*7

*3

*4

*7

*4

組織図
平成23年12月5日現在
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主な出来事

平成12年 3月 新銀行スタート
6月 「日本長期信用銀行」から行名を「新生銀行」に変更

平成13年 5月 新生証券株式会社開業
平成15年 4月 新生インベストメント・マネジメント株式会社開業
平成16年 2月 東京証券取引所第一部に上場

4月 普通銀行に転換
5月 リテール口座100万口座を達成
6月 委員会等設置会社へ移行
9月 株式会社アプラスを連結子会社化

平成17年 3月 昭和リース株式会社を連結子会社化
5月 新生インターナショナル（英国現地法人）が営業開始

平成18年 7月 公的資金優先株式の返済手続き開始
平成19年 4月 リテール口座200万口座を達成

7月 新しい「新生プラチナサービス」の開始
12月 シンキ株式会社を連結子会社化

平成20年 1月 株式会社セブン銀行と提携し、販売チャネルと商品・サービスの相互利用・協力に合意
2月 ジェイ・シー・フラワーズ・アンド・カンパニー・エルエルシー（J.C. Flowers & Co. LLC）の関係者を含む

投資家グループによる当行株式の公開買付けと同グループに対する第三者割当増資による新株式発行
株式会社東和銀行と業務提携契約を締結

4月 モバイルバンキング「新生モバイルバンキング」のサービスを開始
9月 セブン銀行との共同ATMコーナーの設置

GEコンシューマー・ファイナンス株式会社（平成21年4月1日に新生フィナンシャル株式会社に商号変更）を
連結子会社化

平成21年 1月 「新生ステップアッププログラム」開始
3月 シンキ株式会社に対する公開買付けを完了
6月 「新生コンサルティングスポット」の設置を開始

「2週間満期預金」のお取り扱いを開始
10月 円建て優先出資証券の発行
11月 リテール向け劣後特約付社債発行

平成22年 3月 Tier I 優先出資証券の一部買戻しおよび消却
The Asian Bankerより“日本の最優秀リテールバンク賞”を平成17年、18年、21年に続き4度目の受賞

6月 監査役設置会社へ移行
11月 インドの商業銀行YES BANK LIMITEDと業務提携を発表

ベトナムの金融持株会社Baoviet Holdings（バオベトホールディングス）と業務提携を発表
企業再生支援投資を行う、新生コーポレート・サポート・ファイナンス株式会社を設立

平成23年 1月 新本店での営業開始
3月 海外募集による新株式の発行

台湾の日盛金控と業務強調で合意
セブン銀行とのATMの共同設置を拡大

4月 法人業務を担う部門の構成を再編成
9月 新生Visaカードにゴールドカード（Visa/JCB）を導入

企業サポート部がコロナ工業株式会社のベトナム工場建設に関する融資を実行
当行口座保有者を対象に、ダイレクトメールによるチューリッヒ保険会社の傷害保険の提供を開始
株式会社大東銀行の初のシンジケートローンの組成を支援

10月 新生銀行本体での「レイク」ブランドによるカードローンサービスを開始
11月 女性の当行口座保有者を対象に、テレマーケティングによるカーディフ生命保険会社の

満期保険金付医療保険「メディリターン 新生」の提供を開始


